
１．はじめに

１.１ 研究背景と目的 
地方の中山間地域では、都市部に比べて管理されない空

き家や空き地の割合が高く、空き巣や放火などの防犯や

防災面、周辺地域の景観の悪化、一旦管理されずに放置

されると急速に損傷が進み再び住居として活用するハー

ドルが高くなる等の問題が指摘されている。2015年「空
家等対策の推進に関する特別措置法」では、適切な管理

が行われていない空き家等によって防災、衛生及び景観

等の生活環境に深刻な影響が生じることが指摘され、地

域住民の生命、身体又は財産を保護することに加えて、

空き家の利用促進も目的に掲げられた 1) 。また、同法に

は空き家対策の基本的責務は基礎自治体たる市町村が負

うことが明記されたため、各市町村は「空き家相談窓口」

「空き家バンクによる情報提供」「リフォーム補助」「解

体促進のための補助」などの空き家支援を講じている。

相続問題などを相談できる「相談窓口」や、特定空家の

指導の際に解体を促すきっかけとなる「解体補助」は一

定の効果が見られるが、その他の支援に対しては「程度

の良くない住宅は市場に流通しにくい」「物件所有者と利

用者のニーズがマッチしない」「所有者へのアプローチ不

足のため登録件数が伸びない」「などの空き家の流通化に

関する課題が指摘されている２）。

空き家等を住まいとして利活用する過程では、自治体に

よる支援と併せて、住宅市場における流通が重要な役割

を果たす。しかし、地方での不動産流通は、都市部に比

べ地価が安く不動産会社が受け取る仲介手数料が安価で

ある割に、「相続登記がされていない」「農地からの転用

手続きを要する」「買い手が見つかるまで時間がかかる」

など不動産を流通させるために必要な手続きが煩雑、か

つ長期化することが多い。これら不動産売買時の煩雑な

手続きに対し、不動産業者、土地家屋調査士、司法書士

等関連する業態の協力によって対応は可能ではあるが、

空き家所有者の中でも遠方に住む空き家所有者は、「法的

な手続きが分からない」「特に困っていない」「費用をか

けたくない」等、さまざまな理由を挙げ、所有する空き
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家の活用に消極的である。一方、空き家の購入希望者も

遠方の場合何度も現地に足を運ぶことは難しく、また移

住やUターンのタイミングを考えると、ある程度条件が
整っている物件の購入を考える。都市部同様の不動産売

買の手軽さを提供することは難しいが、空き家の所有者

が売却を考える/移住や U ターンを考え物件を検討する
タイミングを逸してしまうことを防ぐためにも、中山間

地域の不動産売買では、どのような課題が起こりうるの

か、どの業態がどのような手続きを行い、どの程度の時

間を要するのか、課題ごとに把握をしておくことは有効

であると考える。また、手数料商売である不動産業の収

益モデルを考えると、現状の仲介手数料のままでは割が

合わず、中山間地域を含む地方の流通の円滑化には何か

しらの方略が求められている。 
そこで本研究は、中山間地域の不動産が抱える煩雑な手

続きに対し、司法書士、行政書士、土地家屋調査士、建

築士などの専門家と連携して相談・対応できる体制を整

えている福岡県築上郡上毛町の S不動産が 2017年から
2020年の間に売買契約をした物件のうち、準都市計画区
域内に位置し、購入後に居住用として利用されている 18
事例の契約情報記録を対象に、売買相談から所有権移転・

登記までの不動産売買の手続きの全容を明らかにし、地

方における不動産の市場流通化に向けた基礎資料を提供

することを目的としている。調査は、S 不動産が保管す
る不動産売買取引資料を元に不動産売買の手続きをデー

タベース化し、事例ごとに現地での目視確認、不明点に

ついては担当者へヒアリングを行なった。 
１.２ 本研究の位置付け 
中山間地域が抱える空き家・空き地に関する研究には、

所有者不明の空き家を扱う研究、空き家の管理に関する

研究、空き家バンクや空き家相談会など行政の空き家対

策に関する研究、空き家発生予防時の士業の役割や連携

体制に着目した研究、空き家の流通化に関する研究等が

あり、裾野が広い。 
所有者不明空き家や空き家の管理に関する研究に関し、

五十石・佐々木による北海道内 8市町村の工夫に着目し
多様な切り口で行われる空き家所有者の特定調査をフロ

ー化した研究３）、遊佐・後藤らによる山梨県早川町を事

例とした空き家の管理及び空き家の管理の担い手に関す

る研究４）、清水・土佐野らによる奈良市東部 5地域を事
例とした住宅の使用状況と今後の管理動向による研究５）

がある。また、行政の空き家対策や空き家発生予防時の

士業の役割に関し、立神・横山らによる全国自治体の空

き家対策の取り組みに関する研究２）、尾野・菊地による

空き家の解体事業における自治体の動向に関する研究６）、

長野による空き地・空き家予防における土地・建物の登

記を主たる業務とする司法書士らの人材活用に着目した

研究７）や、齋藤・中城による空き家の予防・解消の取り

組みに向け既存の業態が協力しあう体制整備のための課

題とその対応を示した研究８）、井出・菊池らによる空き

家に関わる多様な問題に対して専門家との関係強化、所

有者の自発的改善のための補助制度などの体制について

の研究９）がある。 
本研究に大きく関わる空き家の市場流通化に関し、和

氣・氏原らは、空き家所有者を対象としたアンケート調

査に基づき、市場流通化を拒む課題の把握とそれら課題

に応じた効果的な空き家対策の検証を行い、「固定資産税

3 倍」など費用面のディスインセンティブは空き家対策
として効果があること、また、「賃貸・売却手続きの代行」

は、建物自体に費用をかけたくない場合でも、サービス

に費用を支払う可能性が高いことを指摘している１０）。 
これらの先行研究では、空き家所有者の意向や空き家

対策を行う行政の視点から、空き家対策の効果や市場流

通化を阻む課題等について論じられたものが多い。本調

査は福岡県築上郡上毛町における一事例ではあるが、不

動産流通の現場の視点から不動産売買時の障壁と課題ご

とに対応する士業及び対応内容を具体的に示し、地方に

おける空き家の市場流通化に対して、より実践的な知見

を得る点に特徴がある。 
１.３ 福岡県築上郡上毛町の空き家の現状 
 福岡県築上郡上毛町は、福岡県の最東端に位置する人口
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6,868 人の町で、豊前市、吉富町、大分県中津市と隣接
する。町内の通勤・通学者のうち約 20%が中津市に向か
うなど、中津市との密接した生活圏を築いている。2008
年に町の一部が準都市計画区域に指定された。図１は、

2018年に上毛町が行った空き家数の調査結果を、地区別
に示したものである注１）。調査時点で、278件の空き家が
存在しており、隣接する豊前市や吉富町に近い地区を除

き、空き家が町内全域に分布していることがわかる。こ

のうち空き家バンクに登録されたことがある物件は、過

去 8年間で 28件、契約に至った 26件のうち 21件は賃
貸物件であるのに対して、売買物件は 5件に留まってお
り、中山間地域での流通の難しさが推察される。 
 
２. 売買事例にみる不動産売買の各種手続きの整理 
２.１ 事例の内訳 
（１）売買前の地目と活用内容について 
 18事例のうち、売買前の地目が「宅地」のものが 12事
例、田・畑・雑種地等「宅地以外」のものが 6事例であ
った（表１）。「宅地」12 事例のうち半数の６事例では、
「宅地＋田」、「宅地＋雑種地」など複数の地目を持つ敷 
地であった。また、地目が「宅地」のうち空き家として

売買されたのは 8事例だった。そのうち 7事例では、空
き家を改修し活用、1 事例は空き家を解体後、新築を建
設した事例だった。「宅地以外」の地目の土地では、土地

を購入後、用途転用を行った上で、新築の住宅建設が行

われていた。 
（２）売却物件の土地面積 
売却物件の平均土地面積は 794 ㎡、最小の土地面積は

159㎡、最大の土地面積は 1,625㎡であった。地目が「宅
地」である 12事例でも平均は 784㎡と、全国の戸建住

宅の平均敷地面積 251.76㎡に比べても倍以上である注２）。

住宅用地を探している世帯には広すぎるため、分筆して

土地面積を小さくて売買が行われた事例が 5 件あった。 
（３）売却理由（売主・買主の世代含む） 
売主は、60代から 80代が多く、実家を相続したものの
遠方にいるため（もしくは高齢のため）維持できない、

廃業し使わなくなった土地を手放したいといった理由が

大半を占めた。一方で、近隣からクレームを受けた役場

が、固定資産税課税台帳に記載されている所有者に連絡

を入れ売買に至った事例も 2 件あった。一方、買主は、
その大半が 20~40代の子育て世帯だった。 
２.２ 中山間地域の不動産売買時の課題 
通常の売買契約では、価格査定前に登記上の確認、建築

基準法上の道路確認、上下水道の有無の確認、文化財埋

蔵調査等を行うが、中山間地域の不動産売買では、これ

ら以外の手続きを要することも多い。表２に、調査対象

である18事例で行った手続きを、「土地・建物上の課題」
と「登記上の課題」に分けて一覧にして示した。ここで

は、それぞれの手続きについて詳説する。 
（１）土地・建物上の課題と手続き（表２上段①~⑤） 
①. 農業振興地域に位置する土地：３事例が該当した。
農業振興地域に位置する土地の場合、農振除去の許可が

下りた後、農地転用申請を行う。農振除去申請は売主が、

農地転用については売主と買主の双方による申請が必要

である。 
②. 敷地境界が曖昧なもの：地積測量図が存在せず、境
界が曖昧なケースは４事例あった。土地家屋調査士が土

地の測量を行い、土地所有者と隣地の土地所有者の立ち

会いのもと境界確定を行う。 
③. 上水道の本管引き込みがない場合：上水道の本管が、

表１ 調査対象の分類 
地
目 

活用前の 
状況 

事例
数 

敷地 
面積 売却理由 売主の世代 買主の世代 

宅 
地 

居住 
（空き家） ８ 

平均 
784
㎡ 
 

- 実家を相続したものの維持できないから (5) 
- 介護が必要となり引っ越すため (1) 
- 管理をしていた母親が高齢となりこれ以上維持できない (1) 
- 近隣から役場にクレームがあり連絡があったため (1) 

40 代 (1) 
60 代 (5) 
70 代 (1) 
80 代 (1) 

20 代 子育て世帯 (1) 
30 代 子育て世帯 (1) 

40 代 賃貸用(1) 
60 代 (3) 

不動産会社 (2) 

居住以外 
（空き地） 

４ 

- 実家を相続したものの維持できないから (1) 
- 近隣から役場にクレームがあり連絡があったため (1) 
- 自分の代で、土地を手放しかったから (1) 
- 購入希望者から問い合わせがあったから (1) 

70 代 (1) 
80 代 (3) 

20 代 子育て世帯 (4) 
30 代 子育て世帯(2) 

事業用 (1) 

宅
地
以
外 

６ 
平均 
813
㎡ 

- 遠方に住んでおり、維持管理ができなくなったから (1) 
- 購入希望者から問い合わせがあったため (1) 
- 資材置き場、農地等で使っていたが、使わなくなったため (3) 
- 不明 (1) 

60 代 (2) 
70 代 (1) 
80 代 (2) 

不動産会社 (1) 

20 代 子育て世帯 (4) 
30 代 子育て世帯 (1) 
40 代 子育て世帯 (3) 

※ひとつの敷地を複数の敷地に分筆した事例のため、買主の数が多くなった 
※20~40 代の買主は、いずれも子育て世帯であった   ※括弧内の数字は事例数 
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敷地の前面道路まで引き込まれていないケースは２事例

あり、役場と協議の上、延長が可能かを確認する。 
④. 登記簿上の地目が宅地以外の場合：中山間地域では、
農地の売却相談も多い。農地転用を行った事例は、10事
例あった。農地転用には、隣地の農地所有者と自治会長

の承諾を得て、農地転用後の工事計画図面等を提出する。 
⑤. 前面道路に水路がある事例：売主が既に水路上に橋
をかけていた場合は、使用権移転のみであるが、新たに

橋や蓋の設置を行う場合、自治体の水利委員会に確認の

上、法定外公共物占有許可申請の手続きを行う。 
（２）登記上の課題と手続き（表２下段ⓐ~ⓔ） 
①. 登記上建物記載があるが、建物がない場合：４事例
が該当した。実際に、敷地内に建物が存在していないに

も関わらず登記上に建物が存在している場合は、法務局

にて滅失登記が必要となる。本来、滅失登記は建物解体

後１ヶ月以内に申請しなければならないが、長期間登記

されていない状況が続いた場合、通常の申請手続きに加

え、固定資産課税台帳未搭載証明書により、土地課税台

帳及び家屋課税台帳に当該建物の登載されていないこと

を証明する必要がある。 
②. 相続登記されていない場合：7 事例で相続登記がさ
れていなかった。そのうち、土地所有者から売却相談が

あったものが 5事例、近隣住民からのクレームや土地を
探している人の問い合わせから売却に至ったものが 2事
例であった。前者の場合、土地所有者が相続人である可

能性が高いので、相続登記手続きを行えば良いが、後者

の場合、まず所有者を探す必要がある。自治体にクレー

ムがあった場合は、自治体は固定資産税課税台帳を確認

し、所有者が分かれば連絡を行えるが、不動産業者にク

レームがあった場合は対応ができない。 
③. 分筆した場合：5事例で分筆登記が行われていた。接
道条件を満たすために分筆を行った事例や、一区画の面

積が大きいため分筆を行った事例があった。分筆する場

合、分筆計画図を作成し、土地家屋調査士による測量・

境界確定、法務局で分筆登記の申請を行う。境界確定時

には、隣地の所有者の立ち会いが必要である。また、反

復して売却を避けるため、分筆の筆数に応じた買主と同

時に契約する必要がある。 
④. 所有権保存登記・建物表題登記がされていない事例：
敷地内に未登記の建物があり、後に建物表題登記を要し

たのは、1事例あった。 
⑤. 地目変更した場合：11事例が該当した。農地転用を
した事例では、所有権移転後に地目変更登記が必要であ

る。地目変更登記や滅失登記、所有権保存登記・建物表

題登記、相続登記などは所有者本人による申請が可能で

あるが、書類作成や法務局への申請に時間がかかるため、

多くの場合土地家屋調査士（相続登記の場合は、司法書

士）に依頼することが多く、費用が別途かかる。 
 
３. 時系列にみる中山間地域の不動産売買の特徴 
図２は、売却相談・購入相談から所有権移転登記まで

の不動産売買のプロセスを時系列にまとめたものである。

表２ 土地・建物上と登記上の課題と手続き 

 手続き内容（括弧内は、手続きを行う専門家） 
宅地 宅地以外 

空き家 空き地 空き地 

土
地
・
建
物
上
の
課
題 

① 農業振興地域に位置する 町役場にて、農振除外申請を行う（所有者・行政書士） - 1 1 

② 敷地境界が曖昧な敷地 測量を行い、境界確定を行う（測量士・土地家屋調査士） - 1 1 

③ 上水道の本菅引き込みない 役場と協議（不動産業者）した後に、申請（所有者） - 1 1 

④ 登記簿上の地目が、宅地以外＊ 登記簿上の地目が「田」もしくは「畑」の場合、農業委員会にて
農地転用の許可申請を行う（所有者・行政書士） 3 1 5 

⑤ 前面道路に水路がある＊ 
- 売買契約時に既に橋がある場合、橋の権利移転を申請 
- 新たに橋を設置する場合、法定外公共物占有許可を申請 
（所有者） 

- 1 3 

登
記
上
の
課
題 

ⓐ 登記上建物の記載があるが、建
物がない 

固定資産税の課税台帳を確認、現地確認、解体業者の解体証明書
により、滅失登記を行う（所有者・土地家屋調査士） 2 2 - 

ⓑ 相続登記されていない 相続人を探し、相続登記を申請する（相続人・司法書士） 6 - - 

ⓒ 分筆した事例 分筆計画図の作成（不動産業者)、測量・境界確認、地積測量図を
作成し、分筆登記を申請する（土地家屋調査士） - 3 2 

ⓓ 建物表題登記がされていない 未登記建物のため、表題登記及び所有権保存登記を行う 
(所有者・土地家屋調査士・司法書士) 1 - - 

ⓔ 地目を変更した場合＊ 地目変更登記を行う（所有者・土地家屋調査士） 3 2 6 

※ ＊は、売買契約後に、買主が対応する事項 
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事例 8 を除き全ての事例で何かしら

の手続きが、13 事例で複数の手続き

が行われていることが分かった。 

３.１ 売買前の地目と利用状況別に

みる売買プロセス 

（１）地目が「宅地」、売買前が「居住

（空き家）」の場合 

8 事例中 3 事例で農地転用が（事例

5,6,7）、6事例で相続登記の手続きが

行われた（事例 1,3,4,5,6,7）。 

<事例 5>は、相続登記と建物表題登

記がされていなかった上に、建物が

「宅地」と「田」と２つの地目にかか

っていた（図３）。そのため、買主へ

の所有権移転までに、相続登記（ⓑ）、

農業委員会に協議の上、農地転用

（④）、「田」から「宅地」に地目変更

登記（ⓔ）、未登記だった建物の建物

表題登記（ⓓ）、と 4つの手続きを行

う必要があった。<事例 6>は、所有者

が関東に居住しており 20年以上空き

家だった。庭の管理不全により近隣住

民から役場に苦情が入り、役場が固定

資産税台帳に記載されている住所に

連絡をし、連絡を受けた売主が S不動

産に売却の意志を示し売買に至った

事例である。役場が対応する以前か

ら、S不動産にも同様のクレームが届

いていたが、相続登記がされていない

物件だったので、所有者へ連絡手段が

なく長らく放置が続いていた。自治体

から連絡を受け、とにかく早く手放し

たいという売主の要望があり、一旦 S

不動産が格安で買取り、「畑」部分の

農振除外申請（①）、相続登記（ⓑ）

の後に契約を交わし、農地転用（④）・

地目変更登記（ⓔ）を行い、その後新

たな買主へ売買された。 

地目が「宅地」、売買前が「居住（空

き家）」の場合、相続登記がされてい

なかったり、２つの地目にまたがって

建物が建設されていたり、建物が新た

に建設されたが表題登記が行われて
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いなかったり、売却に至るまで複数の手続が複合的に絡

み合い生じていることを把握した。 

（２）地目が「宅地」、売買前が「居住以外（空き地）」の場合 

4事例中 3事例で分筆（事例 9,10,12）、2事例で農地転

用（事例 10,12）、１事例で新たに測量（事例 11）が行わ

れていた。 

<事例 10>では、登記上は家屋が存在しているが、実際

は建物がないため滅失登記（ⓐ）が必要だった。また、

土地が広大で、地目が「宅地」「畑」と 2地目で登記され

ていたため、S 不動産が分筆計画図・作成を行い、土地

家屋調査士による測量・境界確定後に分筆登記（ⓒ）を

行った（図３）。分筆後、住宅の建設用地として活用する

ため農振除外申請（①）、買主が決まった後、「畑」部分

を「宅地」へ農地転用（④）を行った。分筆の際は、隣

地との境界確認のために測量を行う必要があるが、＜事

例 10＞では、隣地の農地所有者が相続登記されていなか

ったため、自治会長や近隣住民へ聞き込みを行い、所有

者を見つけるまでに数ヶ月の時間を要した。＜事例 12＞

は、「宅地」「原野」「畑」と異なる 3つの地目を含む広い

敷地であった。幹線道路に近く住宅需要が見込めたので、

S不動産が一旦購入し、地盤調査、「畑」部分を農地転用・

地目変更登記（④・ⓔ）、ガードレールの撤去、水路部分

の橋の付け替え、上水道の本管引き込みを行政に相談計

画の上で計画（⑤）、測量の上 4 筆に分筆（ⓒ）した。既

に 3 敷地にて新たな買主に所有権移転を終えている。<

事例 11>は、近隣からの苦情を受け、自治体が福岡市内

に住む売主に連絡をし、連絡を受けた売主が自治会長に

相談し、S 不動産が購入することになった事例である。

購入後、土地の境界が曖昧だったので測量をすると（②）、

隣地との間に所有者 B の土地 21 ㎡があることが判明し

た。そのため、贈与手続きの上、所有権移転登記を行っ

た。 

地目に「宅地」を含むが、売買前の状況が「空き地」の

場合、土地が広いため、住宅用地として利用するために

分筆が行われたり、測量をすると曖昧な土地が存在して

いたり、住宅を建設する土地を整備するための複数の手

続きが発生し得ることが分かった。 

（３）地目が「宅地以外」・売買前の状況が「空き地」の場合 

６事例中、農振除外申請・農地転用を行ったのが 1事例

（事例 18）、農地転用を行ったのが５事例（事例

14,15,16,17）、橋の架け替えを行ったのが 3事例（事例

13）、分筆したのが２事例（事例 13,18）であった。 

<事例 18>は、農振除外申請・上水道の本管引き込み工

事をし、3 敷地に分筆した（①,③,ⓒ）。個人の売主は、

反復継続の不動産売却が禁止されている。3 敷地それぞ
れに購入希望者が現れるまで売却ができず、売却までの

期間が 1年 9ヶ月と長期化した。 
地目が「宅地以外」・売買前の状況が「空き地」だった

土地を、住宅用地として利用するために、農地転用や、

用水路の橋の架け替えのための法定外公共物占有許可の

手続きが必要になることがある。また、元の地目が「田」

の場合、隣地との境界が曖昧なことも大いにあり得る点

も注意が必要である。 
３.２ 仲介手数料  

不動産取引で発生する仲介手数料は、不動産売買価格が

200万円以下の場合、売買価格の 5%、200万~400万円

以下の場合、売買価格の 4%＋2万、400万円超えの場合、

売買価格の 3%＋6万円と、宅地建物取引業法により上限

額が定められている。表３は、S 不動産が取り扱った物

件の売買価格を示したものである。空き家では、販売価

格 200万円未満のものが 4 事例、400万以上が 3 事例で

あった。200 万円未満の物件の中には、販売価格が、そ

れぞれ 50 円、10万円、35万円といった破格の物件も含

まれており、これらの物件では一旦 S 不動産が買取り、

法的な手続きを整理した後に売却している。400 万以上

に該当する 3物件も、いずれも販売価格が 500万円台と

都市部に比べると安価であり、取引に際して発生する仲

介手数料が安価である。空き地物件では、2 事例を除き、

8 事例で販売価格 400万以上であったが、図２で示した

通り住宅用地として売却するには手続きが多く、仲介手

数料と見合っていない現状がわかる。 
不動産売買に関わる各種手続きを、司法書士、行政書士、

土地家屋調査士等に業務依頼すれば、各々に費用が発生

する。破損した空き家では、国が定めた講習を受けた建

築士による建物状況調査など別途費用がかかることもあ

る。手放す際に手続きにかかる金額が不透明である点も、

中山間地域の流通化の上で課題である。 
 

4. まとめ 

本稿では、中山間地域の不動産取引における契約情報記

表 3 売買価格 
地目 活用前の状況 売買価格 事例数 

宅地 
居住 

（空き家） 

0~200 万 
202~400 万 

400 万~ 

4 
1 
3 

居住以外 
（空き地） 

0~200 万 
200~400 万 

400 万~ 

1 
1 
8 宅地以外 
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録と公図を読み解き、売買相談から所有権移転・登記ま

での不動産売買の手続きの全容を明らかにした。中山間

地域の不動産売買時に生じる手続きには、「土地・建物上

の手続き」と、「登記上の手続き」があり、前者には、農

振除外申請（所有者・行政書士）、境界確定（測量士・土

地家屋調査士）、上水道の本管引き込み申請（所有者）、

農地転用許可申請（所有者・行政書士）、法定外公共占有

許可申請（所有者）等があり、後者には、滅失登記（所

有者・土地家屋調査士）、相続登記（相続人・司法書士）、

分筆登記（土地家屋調査士）、建物表題登記（所有者・土

地家屋調査士・司法書士）、地目変更登記（所有者・土地

家屋調査士）等が含まれる。また、1 物件の不動産取引
において、複数の課題が複合的に絡み合っており、不動

産業者が対応する手続きが煩雑化することを把握した。 
本研究の調査対象である S 不動産は、これまで課題が
生じるたびに、状況に応じて手続きを行ってきており、

本稿ではその全容をプロセスとしてまとめた。本稿で得

られた成果は、一般化できるわけではないため留意が必

要だが、中山間地域の不動産流通においては、通常の宅

建業法上の仲介業務に加え、上記のような煩雑な手続き

が存在する可能性があること、物件ごとにどのような手

続きを要するのか状況が異なること、そのため売却まで

の全体像が掴みづらいこと、これらが流通化の阻害要因

につながっていると考えられる。今後は、これらの手続

きに対する具体的な支援が求められる。 
 

謝辞：本研究の実施にあたっては、S 不動産山下貴史氏に不動

産売買取引資料をご提供いただき、不明点について丁寧にご指

導いただいた。ここに記して謝意を申し上げる。 
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1) 上毛町役場企画情報課から入手した資料 

2) 平成 30年住宅・土地統計調査 
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